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（１）病床機能分化連携基盤整備事業
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病床機能分化連携基盤整備事業の概要

〔病 院〕
施設：急性期病床等からの転換により、「回復期リハビリテーション病棟入院料」、「地域包括ケア病棟入院料」又

は「地域包括医療病棟入院料（主に回復期機能を提供する場合に限る。）」を算定する病棟、「地域包括ケア
入院医療管理料」を算定する病室等の新築・増改築・改修を行う場合に要する工事費又は工事請負費

設備：上記病棟・病室として必要な医療機器等の設備整備費

〔有床診療所〕
施設：回復期機能の充実に必要な施設の新築・増改築・改修に要する工事費又は工事請負費

設備：上記病棟・病室として必要な医療機器等の設備整備費

○補助基準額
〔病 院〕

施設：転換する病床１床当たり 新築、増改築、改修：12,100千円

設備：１施設当たり11,000千円
（１品当たり100千円以上の設備が対象。１施設当たり1,100千円未満の場合は補助対象外）

〔有床診療所〕
施設：新築・増改築・改修する面積（上限450㎡）×単価（鉄筋コンクリート484,000円、ブロック214,100円 等）

設備：１施設当たり11,000千円
（１品当たり100千円以上の設備が対象。１施設当たり1,100千円未満の場合は補助対象外）

○補助率 １／２（補助基準額と実事業費を比較し、少ない方の額に補助率を乗じて補助額を求める。）

● 補助対象

● 補助基準額等
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病床機能分化連携基盤整備事業の概要（令和８年５月現在）



令和８年度事業の活用希望

○ 提出のあった事業計画の概要は以下のとおりであり、地域医療構想の趣旨に沿ったものと考えられる。

病床機能分化連携基盤整備事業に係る事業計画

病床機能事業概要医療機関名

回復期機能
の充実

新たにリハビリ室等を整備することにより、これまでベッドサイドや狭い
空間にて実施していたリハビリについて、より安全で質の高いものを提供
することが可能となり、患者の身体機能回復を促進し、在宅復帰率の向上
と再入院の抑制を図る。さらには、急性期病院からの、より重度のリハビ
リが必要な患者の受入も可能になる。

医療法人社団海部医院
（高松市高松町2365番地）

○ 地域医療介護総合確保基金の「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」事業の実施に当たっては、厚生
労働省通知において、地域医療構想調整会議での協議が必要とされているため、今年度、病床機能分化連携基盤整備
事業の活用を希望する医療機関について、その設備整備等の内容が地域医療構想の達成に向けたものであるかどうか、
委員の御意見をお伺いするもの。

基金事業活用に当たっての地域医療構想調整会議への協議
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外来医療計画の見直しについて
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外来医療計画の見直しについて

○ 保健医療計画において、外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項を定めた外来医療計画（令和２年３

月策定、令和６年４月改正）について、令和８年５月に改正された「外来医療に係る医療提供体制の確保に関す

るガイドライン～第８次（後期）～」の内容などを踏まえて見直しを行う。

見直しの主旨

○ 外来医師偏在指標の値が全二次医療圏の上位１／３に該当する二次医療圏を「外来医師多数区域」として、

当該区域における新規開業医療機関に対して届出を求めるなどしてきたが、外来医師偏在指標が厚生労働省の定

める一定の基準を超える区域については、「外来医師過多区域」として開設６か月前の事前届出など更なる手続

きを求めることとする。

⇒ 本県は外来医師過多区域の対象外である。（よって、計画には外来医師過多区域の制度趣旨のみ記載する）

○ 都道府県は、地域において特に必要とされる外来医療に関する事項（地域外来医療）について二次医療圏ごと

に関係者との協議を行い、その結果を取りまとめ、公表、周知する。

「地域外来医療」は、「夜間や休日等における地域の初期救急医療、在宅医療、公衆衛生に係る医療等」の地域

で不足する医療機能とする。

⇒ 本県は、現計画においても、地域で不足する外来医療機能について地域医療構想調整会議で協議しており、

これらの根拠となるデータについても、傾向は大きく変わらないと見込まれる。

○ 上記から、今回の外来医療計画の見直しにおいては、大きな変化がない限り、外来医師偏在指標などデータの

更新を中心に行うこととする。

ガイドラインの主な見直し事項と本県の外来医療計画の対応

令和９年４月１日から令和12年３月31日までの３年間

見直し後の計画期間
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外来医療計画の概要について 厚生労働省資料（一部改訂）
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（法第30条の18の５）
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外来医師多数区域について

第８次医療計画（見直し時）における「外来医師偏在指標」（令和８年４月時点）

【参考】現行計画策定時の状況第８次医療計画（見直し時）（暫定値）

二次医療圏 全二次医療圏内
順 位

外来医師
偏在指標

全二次医療圏内
順 位

外来医師
偏在指標

２２／３３５１３７．７２５／３３０１３８．９東部保健医療圏

３３４／３３５５１．８２９３／３３０７９．０小豆保健医療圏

８２／３３５１１４．６７８／３３０１１８．７西部保健医療圏

ー１１２．２ー１１５．７【参考】全国

○ 全二次医療圏の中で、外来医師偏在指標の上位１／３に該当する医療圏を、外来医師多数区域と設定。

○ 本県の場合、引き続き、東部保健医療圏・西部保健医療圏が「外来医師多数区域」に該当。

引き続き
外来医師多数区域

引き続き
外来医師多数区域

※外来医師偏在指標の計算式

○ 外来医療については診療所の担う役割が大きいため、診療
所医師数を、新たな医師偏在指標と同様に、性別ごとに20歳
代、30歳代…60歳代、70歳以上に区分し、平均労働時間の違
いを用いて調整する。

○ 従来の人口10万人対医師数をベースに、地域ごとに性・
年齢階級による外来受療率の違いを調整する。

※ 医師偏在指標との相違点

・標準化診療所医師数を使用。

・受療率に外来受療率を使用。

・診療所を受診した患者を対象とするため、診療所
での外来患者数を病院・診療所での外来患者数で
除して補正。
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外来医師過多区域について

○ 全二次医療圏の中で、厚生労働省令で定める基準を超える区域を候補区域として厚生労働省が提示。

⇒都道府県は、その候補区域のうち、外来医師が特に多い地域を外来医師過多区域として指定する。

○ 本県には厚生労働省が提示する候補区域が存しないため、外来医師過多区域の指定は不要。

・ 外来医師偏在指標について、「全国平均 ＋ 標準偏差の１．５倍」以上

かつ

・ 可住地面積あたり診療所数が上位１０％以上

外来医師過多区域の基準

基準をもとに厚生労働省が外来医師過多区域の候補区域を提示

外来医師過多区域の候補区域 厚生労働省資料

香川県の二次医療圏は
候補区域として提示されていない
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（参考）外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で
不足している医療機能の提供等の要請等のフローイメージ

厚生労働省資料
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外来医療計画の見直しスケジュール

※現時点の想定スケジュール

その他医療審議会地域医療構想調整会議

令和８年
６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

令和９年
１月

２月

３月

新たな外来医療計画を含む見直し後の第八次香川県保健医療計画スタート４月

調整会議
・外来医療計画の概要 等

調整会議
・外来医療計画素案について

第２回
・素案について

第３回
・計画案について

・パブリックコメント
・関係団体意見聴取

・計画公示、国へ報告

調整会議
・外来医療計画案について

○ 現行計画は、令和２年３月に第７次医療計画の別冊として策定したが、第８次医療計画から本冊に掲
載している。

第８次医療計画の見直し

第１回
・骨子案について
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（参考）第８次医療計画の概要について 厚生労働省資料
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